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調 査 研 究 課 題 宮崎県の重症熱性血小板減少症候群(SFTS)ウイルスに関する遺伝学的解析 
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調 査 研 究 の 目 的  

重症熱性血小板減少症候群(SFTS)は SFTS ウイルス(SFTSV)によるダニ媒介性感染症

で、本県では平成 24 年 10 月に初めて患者が確認され、都道府県別では最も多い状況に

ある。これまで行った SFTSV の系統解析により、宮崎県の SFTSV には J1・J3 の 2 つ

の遺伝子型が見られる事が判明している。令和３年度、宮崎県で発生した遺伝子型 J1・

J3 のアミノ酸配列について調べたところ、複数の箇所においてアミノ酸配列の違いが見

られた。遺伝子型 J1 と J3 の間に抗原性に違いがある可能性があるが、現在、ゲノムの

解析に基づく系統分析を行っているのは S 分節の一部であることから、S 分節以外の L

分節・M分節についても解析を行う。 

本研究では、SFTSVについて、NGSを用いた全ゲノム解析を行い、遺伝子型 J1・J3 に

ついて遺伝子型による病原性や抗原性の違いの解析を行う。同時に宮崎県全域からマダニ

を採取し、地域・植生ごとの SFTSV の保有率及びウイルスのゲノムの特徴を確認し、

SFTSVの人への感染の現状確認を行う。 

また、SFTSV の検査方法について国のマニュアルが変更され、中和試験法・間接蛍光抗

体法の方法が示された。これらについての検証を行う。 

調査研究成果の概要 

 
目標の達成状況 

行政施策への寄与度 

技術開発への寄与度 

県民への波及効果 

今後の発展性など  

2012 年度から 2023 年度までに宮崎県衛生環境研究所で検査を行い、SFTS 陽性となっ

た 110 検体について、SFTSV（L 分節・M 分節・S 分節）に対する全ゲノム解析を行った

ところ、S 分節 85 検体、M 分節 72 検体、L 分節 76 検体でほぼ完全長の SFTSV ゲノム配

列を確定することができた。 

得られたゲノム配列をもとに、系統樹を作成したところ、宮崎県の株は主に 3 つのグルー

プ(J1・J3・J4)に分類する事ができる事が確認された(J4 グループは本研究で新たに設定さ

れた)。これらの株は、県中央部に分布する J1 株、県南部に分布する J3 株、県北部に分布

する J4 株といったように、遺伝子型に地域性がある事が確認された。このことは、マダ

ニによる SFTSV の移動が限定的である事を示唆している。一方で、今回の研究では、日

本の株としては初となる遺伝子組換えと遺伝子再集合が確認された。この結果は、SFTSV

の移動は限定的であるものの、一部、鳥などの長距離を移動する動物によってウイルスが

運ばれている可能性がある事を示唆している。カイ二乗検定の結果、それぞれの株の違い

は致死率に影響していない事も確認された。また、2013 年から 2016 年の間に患者発生地

域 6 カ所のマダニ叢についてクラスター解析を行ったところ、雌成虫において、マダニ叢

と遺伝子型分布の間に高い一致率が確認された。 

 今回、当所で確立した SFTSV の全ゲノム解析のプロトコルは、宮崎大学農学部獣医学

科、国立感染症研究所、奈良県保健研究センター、京都府保健環境研究所と共有を行った。  

また、今回の研究を本課及び保健所と共有することで、県民への SFTS の予防に役立て

ていきたいと考える。 

 病原性の調査については、重症化に関与していると思われる因子の候補が確認されてお

り、R7 年以降に引き続き調査を行う予定である。 

 また、今回の研究で、間接蛍光抗体法の確立も行った。直近２年間で、抗体検査の依頼

のあった検体について、蛍光抗体法による検査を調査研究の範囲であるが行っている。中

和試験法についてはまだ確立できていないため今後の課題であると考えている。 
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